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研究例会 報告 
 
【第 1 回】 
 
⽇時：2024 年 5 ⽉ 14 ⽇（⽕）20 時 30 分〜21 時 
題⽬：「国際起業家誘致政策の成功要因と今後の展望−福岡市グローバル創業・雇⽤創出特
区の事例研究−」 
発表者：藤原 直樹（追⼿⾨学院⼤学） 
開催⽅法：Zoom 
 
要旨 
国境を越えて起業活動を⾏う「国際起業家」は、⼀般的に⾸都など国際的な経済拠点に集中
する傾向がある。しかし、地⽅創⽣の観点から、地⽅都市においてもこれらの起業家を受け
⼊れる政策の重要性が⾼まっている。本研究では、福岡市の政策⽂書の分析と、2022〜2023
年に実施した国際起業家および⾏政関係者へのインタビューを基に考察を⾏った。その結
果、英語ウェブサイトを活⽤した情報発信の強化と、専⾨チームによる丁寧な⽀援体制が、
国際起業家の初期の創業活動に効果的であることが明らかになった。本事例は、適切な政策
介⼊によって地⽅都市においても国際的なハイテクスタートアップの誘致が可能であると
いう、政策的⽰唆を提供する。 
 
【第２回】 
 
⽇時：2024 年 9 ⽉ 20 ⽇（⾦）20 時〜20 時 30 分 
題⽬：「地⽅公共団体における銀⾏等引受債⾦利と リレーションシップに関する分析」 
発表者：藤⽊ 秀明（⽇本⼤学） 
開催⽅法：Zoom 
 
要旨 
⾦融機関と地⽅公共団体との間のリレーションシップが取引条件にどのように反映されて
いるかを実証分析によって検証した博⼠論⽂の⼀部を報告した。具体的には、⺠間⾦融機関
と⺠間企業との関係性を分析したメインバンク論を参考にして、⾦融機関が⾏っている地
⽅公共団体への融資（制度上は地⽅債のうち銀⾏等引受債とされるもの）について、総務省
より情報開⽰請求⼿続きにより取引データを⼊⼿した上で、地⽅公共団体との関係性（リレ
ーションシップ）が銀⾏等引受債の⾦利にどのような影響を及ぼしているかを多変量回帰
分析により明らかにしている。 
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【第３回】 
 
⽇時：2024 年 11 ⽉ 18 ⽇（⽉）20 時〜20 時 30 分 
題⽬：「新しい公のプレイヤーの拡⼤に向けて−企業ボランティアの促進要因と課題−」 
発表者：⽯⽥ 祐（関⻄学院⼤学） 
開催⽅法：Zoom 
 
要旨 
「社会をよくしたい」という⼈や組織が数多く⾒られるが、その志は「ヒト」の協⼒なしに
は実現できない。社会課題を解決するための⼈材確保は、公共セクターや⾮営利セクターに
おける課題であるが、本報告ではそのうち、有為な⼈材を多く有する企業とその企業ボラン
ティアに着⽬し、検討を⾏った。政策的観点では、働き⽅・休み⽅改⾰による「ボランティ
ア休暇制度」の推進がなされているが、企業による導⼊率は依然として低いのが現状であ
る。データを⽤いた分析からは、職種がボランティア活動への参加や継続に影響を与えてい
ることや、活動頻度が期待する企業の環境整備や政策的な後押しが異なっていることが明
らかとなった。 
 
【第４回】 
 
⽇時：2025 年３⽉３⽇（⽉）20 時〜21 時 
 
（発表 1） 20:00-20:30 
 
題⽬：「⼈と⽔の関わりを記録し、記録を活⽤する−取り組みと課題−」 
発表者：熊澤 輝⼀（⼤阪経済⼤学） 
 
要旨 
⼈と⽔の関わりを記録し、記録を活⽤する市⺠の取り組みと課題を、沖縄の「湧き⽔」の事
例と地域のデジタルアーカイブ（DA）構築事例調査を通して報告した。まず、沖縄の⽔場
（湧き⽔、井⼾）のDA構築を市⺠の⼿で⾏い、報告者がこれを⽀援することになった経緯
を説明した。次に、地域デジタルアーカイブを管理する担い⼿は様々（⾏政、博物館、図書
館、⺠間企業、市⺠）あるが、とりわけ、市⺠によるDAの継続が難しいことを確認した。
この点を踏まえて、全国の地域DA調査を実施し、同じ地域アーカイブといっても、運営主
体により「守備範囲」は異なること、市⺠によるアーカイブ活動は、現場活動との組み合わ
せが基本であること、地域の記憶と団体の活動の両⽅アーカイブがあり得ることを⽰した。 
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（発表 2） 20:30-21:00 
 
題⽬：「新たな中⼩企業政策エコノミックガーデニングの現在地」 
発表者：梅村 仁（⾼崎商科⼤学） 
開催⽅法：Zoom 
 
要旨 
⽇本の中⼩企業は地域経済の核として雇⽤や所得を⽣み、地域社会の安定に貢献している。
しかし、経済のグローバル化や消費者ニーズの多様化により、中⼩企業を取り巻く環境は急
速に変化している。こうした状況を踏まえ、⽇本各地で新たな中⼩企業政策としてエコノミ
ックガーデニングが導⼊されている。これは外部企業誘致ではなく、地域内の成⻑志向型中
⼩企業を⽀援し、地域経済の⾃⽴的発展を促す⼿法である。⽇本では 47都道府県すべてが
中⼩企業振興条例を制定し、⾃治体による⽀援が広がっているが、エコノミックガーデニン
グの効果に対しては依然として疑問の声も多い。本報告では、⽇本におけるエコノミックガ
ーデニングの現状を政策的視点から分析し、エコノミックガーデニングの現在地を俯瞰す
る。 
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